






































とえば学籍情報の底本とした『学校一覧』も、昭和一五年度 昭和一七年度は発行されている可能性が高いが欠巻となっており、二度わたる広島大学の年史編纂事業の調査を経 も発見に至らなかった。あわせて昭和一九年度以降は全く存在せず 他 の例からみて『学校一覧』自体が発行されなかっ と考えられる。
　
以上のような史料状況を勘案し、本稿では文理大の学生のうち一期
生（昭和四年四月入学・昭和七年三月卒業）から一五期生（昭和一七年一〇月入学・昭和二〇年九月卒業）までを分析の対象とすることにした。これらの 生については、まず『学校一覧』に掲載された在学生名簿と卒業者名簿の情報を入力して基本となるデータベースを作成することとした。さ に卒業後の動向を分析するため、文理大の同窓会であ 尚志会の会員名簿（以下、 『尚志会名簿』と略）より就職先の情報を加えた。　
ただ『尚志会名簿』には、卒業の年次別と勤務地の所在地別の二種
































に出身校として記録されているが、幸いなことに年度によっては『学籍簿』に中学校や師範学校等まで記録ているものがあった。そこ 試みに学生の本籍地と中等教育段階の出身校（中学校、高等女学校、師範学校等）の所在地の突合せを行った ころ、分析対象とした四六一件のうち、本籍地と出身学校の所在地が異な は六八件（一四・七％）だった。広島高
府県名 人数 府県名 人数
広島県 352 宮崎県 18
福岡県 115 高知県 17
兵庫県 109 中華民国 16
山口県 85 石川県 15
愛媛県 79 奈良県 14
愛知県 72 千葉県 14
岡山県 70 山形県 14
大阪府 70 東京府 13
京都府 54 福島県 13
大分県 53 宮城県 13
鹿児島県 48 満州 13
香川県 43 新潟県 12
熊本県 41 栃木県 12
和歌山県 39 群馬県 12
三重県 37 富山県 11
鳥取県 34 茨城県 9
北海道 32 神奈川県 9
島根県 30 沖縄県 8
長崎県 29 山梨県 6
佐賀県 25 秋田県 6
徳島県 22 岩手県 6
滋賀県 22 青森県 6
福井県 20 朝鮮 3
長野県 20 台湾 2
静岡県 19 樺太 2
岐阜県 18 不明 5











学生従前ノ教育」として出身校 一覧表が掲載されているが、 「高等師範 校卒業者」 、 「臨時教員養成所卒業者」というように入学資格別に大きく区分されている。このため「高等師範学校卒業者」といっても広島高等師範学校卒業なのか、それとも東京高等師範学校卒業なのか、内訳までは分からない。　
これに対して『学籍簿』では 校名が記載され おり、より詳しい
分析が可能となる。表２は『 籍簿』をもとに、入学生を出身校別、および文系・理系別に区分したものである。同表をみると広島文理科大学の場合、年によって差はあるもの 、おおむね入学者の六～七割が広島文理科大学に附属する広島高等師範学校と第二臨時教員養成所の出身者によって占められていたことが る。同時に東京高等師範学校をはじめとする他の高等師範学校から 、ほとんど入学者が なかったことが分かった。あわせて文系の学科 理系の 科に学生を区分して比較すると、相対的に理系の学科の方が広島高等師範学校と第二臨時教員養成所の出身者の割合が高かったこと 分かっ 。　
他に留意すべき点としては、毎年数人ずつ私立大学の卒業者が入学
していることが判明し 。 （今回確認した範囲では、国公立の大学の卒業者が入学した例は確認できなかった。 ）戦前の大学進学率が一〇％に満たない を考えると、一度大学を卒業した者が再び他大学に入り直すということは特殊な事例 考えられる
入学年
出身校
昭和５年 昭和６年 昭和10年 昭和11年 昭和15年 昭和16年
文系 理系 文系 理系 文系 理系 文系 理系 文系 理系 文系 理系
広島高師、第二臨教 47 19 37 17 63 27 68 22 53 30 57 25
（入学者に占める割合） 76% 70% 65% 61% 77% 77% 72% 59% 55% 94% 58% 66%
東京高師、東京女高師、
奈良女高師、その他臨教 5 4 7 4 3 2 6 4 2 1 0 3
高校（国立） 6 3 5 4 7 1 7 2 2 0 0 0
専門学校（国公立） 0 0 1 2 3 3 2 3 1 1 3 3
大学（私立） 2 1 1 0 3 0 2 0 2 0 4 0
専門学校（私立） 2 0 3 0 3 0 4 0 12 0 14 0
文検合格 0 0 3 0 0 2 5 6 9 0 19 7
各種学校 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
不明（焼損、未記載） 0 0 0 0 0 0 0 0 15 0 1 0




















文系 37 59.7% 3.5 
理系 12 44.4% 2.5 
昭和６年
文系 24 42.1% 3.4 
理系 14 50.0% 3.5 
昭和10年
文系 55 67.1% 5.0 
理系 20 57.1% 4.8 
昭和11年
文系 58 61.7% 5.4 
理系 22 59.5% 5.7 
昭和15年
文系 49 51.8% 6.1 
理系 8 25.0% 4.6 
昭和16年
文系 71 72.4% 6.6 

































































職種 昭和５年 昭和６年 昭和10年 昭和11年 昭和15年 昭和16年
農林水産業 13 14.6% 35 41.2% 29 24.8% 36 27.5% 19 41.2% 34 25.0%
工　業 8 9.0% 3 3.5% 10 8.5% 10 7.6% 5 3.5% 7 5.1%
商　業 14 15.7% 7 8.2% 18 15.4% 20 15.3% 18 8.2% 18 13.2%
会社員 7 7.9% 4 4.7% 8 6.8% 10 7.6% 7 4.7% 6 4.4%
公務員 7 7.9% 6 7.1% 10 8.5% 4 3.1% 18 7.1% 9 6.6%
軍　人 4 4.5% 3 3.5% 2 1.7% 0 0.0% 1 3.5% 2 1.5%
教　員 17 19.1% 10 11.8% 16 13.7% 23 17.6% 23 11.8% 30 22.1%
宗　教 1 1.1% 2 2.4% 4 3.4% 0 0.0% 5 2.4% 1 0.7%
医　師 5 5.6% 2 2.4% 2 1.7% 7 5.3% 1 2.4% 4 2.9%
その他 0 0.0% 0 0.0% 5 4.3% 2 1.5% 3 0.0% 6 4.4%
無　職 12 13.5% 11 12.9% 10 8.5% 18 13.7% 8 12.9% 15 11.0%
未記載 ･ 不明 1 1.1% 2 2.4% 3 2.6% 1 0.8% 20 2.4% 4 2.9%


















表６に示した。もし保証人が実の親で れば、表６ 数値は実家の生業を示すこととなり、学生の出身階層を考える上で重要な指標 なる。しかし上述のように文理大の場合 保証人＝実の親である比率が五割に満たないため、こ した見方を取ることができな 。　
ただ、全く無意味とも考えられないので参考までに同表をみると





四・一％、五・二％であることが分かる。筆者が以前分析した旧制広島高校の場合、同様の算出方法 中退率 五～一〇％、留年率が一〇～一五％に ぼった。これと比較すると、文理大の中退・留年率はかなり低いと言える。　
さらに表７を詳しく見ると、昭和一〇年四月入学から昭和一六年四
月入学生の中退・留年率が高くなっていることが分かる。この点につ
入学年月 入学 留年 中退
昭和４年４月 116 1 0.9% 3 2.6%
昭和５年４月 89 0 0.0% 6 6.7%
昭和６年４月 85 2 2.4% 6 7.1%
昭和７年４月 103 2 1.9% 6 5.8%
昭和８年４月 103 5 4.9% 4 3.9%
昭和９年４月 111 2 1.8% 7 6.3%
昭和10年４月 117 8 6.8% 6 5.1%
昭和11年４月 131 9 6.9% 10 7.6%
昭和12年４月 123 14 11.4% 4 3.3%
昭和13年４月 127 9 7.1% 6 4.7%
昭和14年４月 129 5 3.9% 11 8.5%
昭和15年４月 128 6 4.7% 8 6.3%
昭和16年４月 136 8 5.9% 10 7.4%
昭和17年４月 155 3 1.9% 6 3.9%
昭和17年10月 169 0 0.0% 1 0.6%
不　明 3 0 ― 0 ―








































高師」 、 「大学」 、 「高校・専門学校」に就職したのはあわせて一一五人（一一・一％）に過ぎず、約六割の卒業生は、中等教育機関である「師範学校」 、 「女子師範学校」 、 「青年師範学校」 、 「中学校」 、 「高等女学校」 、「中等諸学校（商業、工業等） 」へ就職したことが分かる。　
文理大は、教員養成を目的とする教育大学の性格を有しており、卒
















































ととした。こうして得られた結果について、さらに変化のパターンごとに分類 て縦軸に示すことにした。あわせ 横軸では、学歴の影響を見るため出身校ごと 卒業生を区分した。　
さて、表９を見てゆくと、 「変化なし」が一六〇人で最も多く、次










高師 検定 国公立 私立
変化なし
（160人）
高→高 1 0 0 0
中→中 133 8 7 8
初→初 0 3 0 0
その他→その他 0 0 0 0
上 昇
（58人）
中→高 17 0 2 1
初→高 1 0 1 0
初→中 21 6 3 5
その他→高 1 0 0 0
下 降
（9名）
高→中 2 1 1 0
高→初 0 0 0 0




初→その他 0 1 0 1
高→その他 0 0 0 0
中→その他 4 0 0 0
その他→中 3 0 0 0








高等師範学校） 、 「女師」 （女子師範学校） 「高女」 （高等女学校） 、 「附属小」 （附属小学校）については、両者の間で差がみられた。このうち「文理大・高師」の就職者を見 ゆくと 卒業生は助手や副手として採用されていたことが分かった。かつて日本の大学 、講座の中での教員の年齢構成が人事の決定に大きな影響を与えていた
（９）
。このた
め講座 中で一番下のポストである助手や副手に 若年 研究 が採用されることが多かった。　
この点を踏まえ「文理大・高師」への就職者三九人の入学時の平均
年齢を計算してみ と二三・一歳となり、全体の平均値よりも約二歳も若いことが確認できた。このことから文理大・高師においては、卒業生のうち若年者を中心に助手や副手の採用 行われたことを示しいると思われる。このた 相対的に年齢の高い職歴経験 ある学生よりも、職歴ない学生の比率が高くなったと推測される。　
一方、 「女師」や「高女」 、 「附属小」では職歴のない学生よりも職
歴のある学生の方が多く採用されている。職歴のある学生は年齢も高く、 入学時点ですでに妻や子のある も少なくなかった。 「女師」 や 「高女」は女子校であるため、教員の 基準と 年齢や家族構成が加味されていた可能性が高 のではないかと考えられる。
就職先
出身校
高等教育 中等教育 初等教育 その他 未就職者
合計文理大・
高師 大学 高校 専門 研究機関 師範 女師 青師 中学 高女 商 ･ 工等 小学 附属小 行政 企業 その他 海軍 陸軍 進学 未定 死没
職歴あり
高師・第二臨教 12 0 1 2 1 31 18 0 65 32 4 1 3 2 1 0 6 3 7 19 1 209
高師（広島以外） 1 1 0 0 2 2 0 0 4 4 0 0 0 0 1 0 0 0 3 3 0 21
文検合格 0 0 0 0 0 2 3 1 3 7 0 2 1 0 1 0 1 0 1 1 0 23
高校（国公立） 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
専門学校（国公立） 3 0 0 0 0 1 2 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 15
大学・専門学校（私立） 0 0 0 0 1 0 2 0 5 4 2 0 0 1 0 0 0 0 2 3 0 20
小　計 16 1 1 2 4 36 25 2 84 47 6 3 4 3 3 0 7 3 13 28 1 289
割　合 5.5% 0.3% 0.3% 0.7% 1.4% 12.5% 8.7% 0.7% 29.1% 16.3% 2.1% 1.0% 1.4% 1.0% 1.0% 0.0% 2.4% 1.0% 4.5% 9.7% 0.3% 100%
職歴なし
高師・第二臨教 16 0 0 1 2 18 9 0 37 9 5 1 0 1 0 5 9 16 3 18 0 150
高師（広島以外） 3 1 0 0 0 0 0 0 5 3 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 15
文検合格 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
高校（国公立） 4 0 1 0 0 2 0 0 9 5 0 0 0 1 0 0 0 3 3 6 0 34
専門学校（国公立） 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
大学・専門学校（私立） 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 1 8
小　計 23 1 1 1 2 21 10 0 53 19 6 1 0 2 0 7 9 19 7 28 1 211



































にして示し 。同 を見てゆくと、① 「大学・短期大学等」の教員について高校出身者の割合が低い、② 「高等学校」の教員につ て文検合格者の割合が低い、③ 「高等学校」の教員につ て私立の ・専門学校出身者の割合が高い、という差異が認めら る。ただ 特定の
表11　職業・役職別一覧
（卒業約30年後）
順位 職　業 人数 比率
1 大学教員（教員養成） 268 14.7%
2 大学教員（その他４年制） 214 11.7%
3 校長（高校） 210 11.5%
4 高校教員 194 10.6%
5 大学教員（短期大学） 66 3.6%
6 大学教員（教養教育） 58 3.2%
7 行政 45 2.5%
8 教頭（高校） 32 1.8%
9 大学教員（学長・学部長） 27 1.5%
10 企業（社員） 26 1.4%
11 教育長 16 0.9%
12 企業（社長、役員） 16 0.9%
13 校長（中学） 12 0.7%
14 高等専門学校教員 11 0.6%










































学校職員 研究機関 その他 死没者 不明者 合計
高師・
第二臨教
8 68 52 12 16 5 4 60 6 53 6 1 2 11 4 4 2 0 4 73 42 433
1.8% 15.7% 12.0% 2.8% 3.7% 1.2% 0.9% 13.9% 1.4% 12.2% 1.4% 0.2% 0.5% 2.5% 0.9% 0.9% 0.5% 0.0% 0.9% 16.9% 9.7% 100%
高師・臨教
（広島以外）
1 2 5 1 0 0 0 4 0 6 0 0 0 0 0 1 0 2 0 9 8 39
2.6% 5.1% 12.8% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 10.3% 0.0% 15.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0% 5.1% 0.0% 23.1% 20.5% 100%
文検合格
1 6 7 4 3 0 0 5 1 2 1 0 0 1 0 1 0 0 1 12 6 51
2.0% 11.8% 13.7% 7.8% 5.9% 0.0% 0.0% 9.8% 2.0% 3.9% 2.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 2.0% 23.5% 11.8% 100%
高校
（国公立）
2 3 1 0 0 0 4 1 6 0 1 0 0 0 1 0 0 0 13 3 35
0.0% 5.7% 8.6% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 11.4% 2.9% 17.1% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 37.1% 8.6% 100%
専門学校
（国公立）
0 4 5 2 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 2 1 4 23
0.0% 17.4% 21.7% 8.7% 4.3% 0.0% 0.0% 4.3% 4.3% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 8.7% 4.3% 17.4% 100%
大学・専門
学校（私立）
0 6 8 1 2 0 0 4 1 11 0 1 0 0 0 1 1 0 0 3 5 44
0.0% 13.6% 18.2% 2.3% 4.5% 0.0% 0.0% 9.1% 2.3% 25.0% 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 2.3% 0.0% 0.0% 6.8% 11.4% 100%
不明（焼損） 0 4 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 5 1 15
合 計
10 92 83 21 22 5 4 79 10 79 7 3 2 12 5 8 3 3 7 116 69 640

















北海道・東北 8 2 2 3 13 22 13 0 0 0 0 63 7.1%
関東 7 13 4 2 10 31 14 0 0 0 0 81 9.1%
東海 0 2 7 2 6 12 4 0 0 1 0 34 3.8%
北陸・甲信越 0 2 2 4 7 18 7 0 0 0 0 40 4.5%
近畿 5 3 11 6 50 50 18 0 0 0 0 143 16.0%
中国・四国 9 6 10 7 48 165 50 0 0 1 0 296 33.2%
九州・沖縄 5 4 4 1 16 53 53 1 0 0 0 137 15.4%
朝鮮 2 1 2 1 3 15 7 0 0 0 0 31 3.5%
中国（満州、
関東州等） 4 1 2 0 8 16 5 0 1 0 0 37 4.1%
台湾 3 1 3 1 2 10 8 0 0 0 0 28 3.1%
その他（樺太、

















北海道・東北 30 0 1 0 2 7 2 0 0 0 0 42 3.4%
関東 7 47 7 7 20 40 11 1 0 0 0 140 11.4%
東海 0 7 45 3 7 17 3 0 0 0 0 82 6.7%
北陸・甲信越 0 1 0 19 3 1 2 0 0 0 0 26 2.1%
近畿 6 2 11 5 190 66 16 0 0 1 0 297 24.1%
中国・四国 8 5 9 3 48 335 29 0 0 1 0 438 35.6%
九州・沖縄 3 0 1 0 5 35 156 0 0 0 1 201 16.3%
朝鮮 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0.1%
中国（満州、
関東州等） 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0.2%
台湾 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0.1%
その他（樺太、





















欄に卒業生が集中しているこ 分かる。す わち初職 は 以外に赴任した卒業生たちが、約三〇年後に に回帰 のである。　
この三〇年の間には、戦争にともなう徴兵や疎開、あるいは敗戦に




用いて広島文理科大学の学生の特徴を見てきた。この結果、学生 特徴としては、①西日本を本籍地とする者 多い、②広島高等師範 校および第二臨時教員養成所の出身者が六～七割を占めている、③就職経験者が約六割を占めている、④実の親 保証人になっている者が半数に満たない、といった点があげられる。　
また、卒業後の動向についてみてゆくと、①卒業生 大多数が教職




ことである。 『広島大学二十五年史』では「比較的多かった」 （一六二頁）と述べるにとどまり、これまで具体的な数値が明らかになっていなかった。約六割もの学生が就職経験者である らば、学内の雰囲気や学生の気質などについて、就職未経験者が多数を占める帝国大学や他の官立大学と単純に比較すること できないと考えられる。　
また、広島文理科大学については、設立経緯や卒業生の就職先など
からこれまで「教育大学」や「教員養成大学」といった評価が下されてきた。 に対して広島文理科大学の実態は、約六割の学生が教職経験のある元社会人 あり、卒業後は 多数 者が教職に就くというものであった。すなわち広島文理科大学 、 未経験者を教員として 「養成」するだけではなく、教員経験者 技能 学識を「向上」させていたのである。現在の用語に即して評価するならば、 「教育大学」や「教員養成大学 というよりも、むしろビジネススクールのような「専門職大学院」 に類似した大学だったと考えられる。このため社会人 「再教育」あるいは「 び直し」も、広島文理科大学の果たしていた重要な社会的機能だったと考えられる。　
あわせて、①留年率・中退率が低い、②他大学と比較して学生の勉
強時間が長い、といった特徴も、単に文理大の学生が真面目だったからではなく、社会人経験者が多かったことに る のと て理解すべきだと考える。同様に卒業後の動向についても、就職未経験者が就職したのではなく、 就職経験者が自発的な学び直 の後に再就職（復帰）したのであるから、実績が高くなるのは当然 結果 言え う。　
なお、今後の課題としては、①就職経験者が多数入学した動機の解
































































Statistical Analysis of Hiroshima Bunrika University Students  
in the Prewar Showa Era
ISHIDA Masaharu
Abstract
　　 In this thesis, I analyzed student information of Hiroshima Bunrika University during 
the prewar Showa era.  The results of this analysis showed that 60% of the students were 
incumbent teachers.  Until now, Hiroshima Bunrika University had been considered a 
“teacher training university”.  However, if a majority of the students were incumbent 
teachers, it could be said that Hiroshima Bunrika University was a re-educational institution. 
In addition, I found that Hiroshima Bunrika University students were enthusiastic about 
studying, had good job hunting experiences, and that there were few retirees and dropouts. 
These points should be understood as characteristics of a re-educational institution for 
incumbent teachers.
